
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）令和  2 年  4 月  1 日　（至）令和  3 年  3 月 31 日

社会福祉法人下山福祉会
（単位：円）

保育事業収入 000,069,681 327,979,581 772,089

受取利息配当金収入 000,9 355,6 744,2

その他の収入 000,859,2 016,249,2 093,51

事業活動収入計(1) 000,729,981 688,829,881 411,899

人件費支出 005,764,931 569,669,831 535,005

事業費支出 000,715,61 746,198,51 353,526

事務費支出 000,168,7 332,564,7 767,593

支払利息支出 067,431 067,431 0

その他の支出 000,018,2 058,508,2 051,4

事業活動支出計(2) 062,097,661 554,462,561 508,525,1

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 047,631,32 134,466,32 196,725△

施設整備等補助金収入 000,032 000,032 0

施設整備等収入計(4) 000,032 000,032 0

設備資金借入金元金償還支出 021,442,2 021,442,2 0

固定資産取得支出 000,000,92 002,469,82 008,53

施設整備等支出計(5) 021,442,13 023,802,13 008,53

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 021,410,13△ 023,879,03△ 008,53△

積立資産取崩収入 000,009,62 000,009,62 0

その他の活動収入計(7) 000,009,62 000,009,62 0

積立資産支出 000,000,91 000,000,91 0

その他の活動による支出 000,441△ 000,441△ 0

その他の活動支出計(8) 000,658,81 000,658,81 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,440,8 000,440,8 0

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 026,661 111,037 194,365△

前期末支払資金残高(12) 510,987,41 510,987,41 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 536,559,41 621,915,51 194,365△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）令和  2 年  4 月  1 日　（至）令和  3 年  3 月 31 日

社会福祉法人下山福祉会
（単位：円）

保育事業収益 327,979,581 048,030,171 388,849,41

その他の収益 067,601 000,75 067,94

サービス活動収益計(1) 384,680,681 048,780,171 346,899,41

人件費 569,932,931 702,459,531 857,582,3

事業費 746,198,51 159,783,61 403,694△

事務費 332,564,7 855,824,8 523,369△

減価償却費 709,871,6 929,870,6 879,99

国庫補助金等特別積立金取崩額 401,479,2△ 639,459,2△ 861,91△

サービス活動費用計(2) 846,108,561 907,498,361 939,609,1

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 538,482,02 131,391,7 407,190,31

受取利息配当金収益 355,6 683,5 761,1

その他のサービス活動外収益 058,538,2 032,074,2 026,563

サービス活動外収益計(4) 304,248,2 616,574,2 787,663

支払利息 067,431 800,602 842,17△

その他のサービス活動外費用 058,508,2 002,834,2 056,763

サービス活動外費用計(5) 016,049,2 802,446,2 204,692

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 702,89△ 295,861△ 583,07

経常増減差額(7)=(3)+(6) 826,681,02 935,420,7 980,261,31

施設整備等補助金収益 000,032 0 000,032

固定資産売却益 0 825,458 825,458△

特別収益計(8) 000,032 825,458 825,426△

固定資産売却損・処分損 466,9 3 166,9

国庫補助金等特別積立金積立額 000,032 0 000,032

特別費用計(9) 466,932 3 166,932

特別増減差額(10)=(8)-(9) 466,9△ 525,458 981,468△

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 469,671,02 460,978,7 009,792,21

前期繰越活動増減差額(12) 184,556,26 714,677,85 460,978,3

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 544,238,28 184,556,66 469,671,61

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 000,009,62 0 000,009,62

その他の積立金積立額（16） 000,000,91 000,000,4 000,000,51

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 544,237,09 184,556,26 469,670,82
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第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
令和  3 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人下山福祉会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 808,399,32 051,380,91 856,019,4

  現金預金 039,653,81 066,377,51 072,385,2

  事業未収金 874,367,4 041,213,2 833,154,2

  未収金 0 0 0

  未収補助金 055,927 000,139 054,102△

  立替金 0 0 0

  前払費用 058,341 053,66 005,77

  仮払金 0 0 0

  その他の流動資産 0 0 0

固定資産 912,757,432 095,989,912 926,767,41

基本財産 364,851,461 245,483,931 129,377,42

  土地 536,740,45 539,952,62 007,787,72

  建物 828,011,011 706,421,311 977,310,3△

その他の固定資産 657,895,07 840,506,08 292,600,01△

  構築物 815,449,7 095,178,8 270,729△

  車輌運搬具 382,693,2 525,627,3 242,033,1△

  器具及び備品 115,653,2 984,790,2 220,952

  人件費積立資産 444,101,21 444,101,21 0

  修繕費積立資産 000,005,22 000,005,22 0

  保育所施設・設備整備積立資産 000,003,32 000,002,13 000,009,7△

  長期前払費用 0 000,801 000,801△

流動負債 736,798,31 552,432,01 283,366,3

  事業未払金 966,862,4 524,940,1 442,912,3

  １年以内返済予定設備資金借入金 559,714,1 021,442,2 561,628△

  未払費用 328,802,1 000,118 328,793

  預り金 599,3 858,2 731,1

  職員預り金 591,399,2 258,493,2 343,895

  仮受金 0 0 0

  賞与引当金 000,500,4 000,237,3 000,372

固定負債 000,052,1 559,766,2 559,714,1△

  設備資金借入金 000,052,1 559,766,2 559,714,1△

負債の部合計 736,741,51 012,209,21 724,542,2

純　　資　　産　　の　　部

基本金 114,658,01 114,658,01 0

  第一号基本金 114,658,01 114,658,01 0

国庫補助金等特別積立金 090,311,48 491,758,68 401,447,2△

その他の積立金 444,109,75 444,108,56 000,009,7△

  人件費積立金 444,101,21 444,101,21 0

  修繕費積立金 000,005,22 000,005,22 0

  保育所施設・設備整備積立金 000,003,32 000,002,13 000,009,7△

次期繰越活動増減差額 544,237,09 184,556,26 469,670,82

  （うち当期活動増減差額） 469,671,02 460,978,7 009,792,21

純資産の部合計 093,306,342 035,071,622 068,234,71

　資産の部合計 720,157,852 047,270,932 782,876,91 　負債及び純資産の部合計 720,157,852 047,270,932 782,876,91



別紙1

1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

2. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・
・ 賞与引当金―夏季賞与の算定期間(1月1日から3月31日の3か月分)を計上している。

3. 重要な会計方針の変更
該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度
該当なし

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
（2） 事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

当法人では公益事業、収益事業を実施していないため省略
（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（5） 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

当法人では、収益事業を実施していないため省略
（6） 各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア 本部拠点（社会福祉事業）
「本部」 サービス区分は設けていない

イ 下山こども園拠点（社会福祉事業）
「下山こども園」 サービス区分は設けていない

ウ ひまわりクラブ拠点（社会福祉事業）
「ひまわりクラブ」 サービス区分は設けていない

6. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

退職給付引当金― 該当なし

当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地

合計 139,384,542 28,134,200 3,360,279

26,259,935 27,787,700 0 54,047,635
前期末残高

計算書類に対する注記（法人全体用）

建物 113,124,607 346,500 3,360,279 110,110,828

164,158,463

定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0 0

（単位：円）
基本財産の種類



8. 担保に供している資産
該当なし

9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項

前払費用について、支払資金の範囲であるものと、1年基準により長期前払費用から
振り替えられたものの内訳は以下のとおりである。

当年度 前年度
143,850 30,350

0 36,000
143,850 66,350

支払資金の範囲である前払費用
1年基準による振替額

合計（前払費用計上額）

（単位：円）
徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

0 4,763,478
債権額

事業未収金 4,763,478
未収金 0 0 0
未収補助金 729,550 0 729,550

合計 5,493,028 0 5,493,028

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 159,655,450 49,544,622 110,110,828
構築物 16,843,615 8,899,097 7,944,518

合計 204,513,549 81,705,409 122,808,140

車輌運搬具 6,836,208 4,439,925 2,396,283
器具及び備品 21,178,276 18,821,765 2,356,511



別紙2

1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金―該当なし
・ 賞与引当金―該当なし

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 本部拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

サービス区分を設けていないため省略
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

サービス区分を設けていないため省略

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
該当なし

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

投資有価証券 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

計算書類に対する注記（本部拠点区分用）

建物 0 0 0 0
定期預金 0 0 0 0

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0



1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金―該当なし
・ 賞与引当金―夏季賞与の算定期間(1月1日から3月31日の3か月分)を計上している。

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 下山こども園拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

サービス区分を設けていないため省略
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

サービス区分を設けていないため省略

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項

前払費用について、支払資金の範囲であるものと、1年基準により長期前払費用から
振り替えられたものの内訳は以下のとおりである。

当年度 前年度
143,850 30,350

0 36,000
143,850 66,350合計（前払費用計上額）

土地 26,259,935 27,787,700 0 54,047,635

0 0 0
0 0

139,384,542 28,134,200 3,360,279
投資有価証券

支払資金の範囲である前払費用
1年基準による振替額

21,178,276

4,763,478
未収金 1,333,154 0
事業未収金

204,513,549 81,705,409 122,808,140

車輌運搬具 6,836,208

債権の当期末残高

合計 6,826,182 0 6,826,182

計算書類に対する注記（下山こども園拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

164,158,463

建物 113,124,607 346,500 3,360,279 110,110,828
0
0

定期預金 0

2,396,283
器具及び備品

合計

4,439,925
構築物 16,843,615 8,899,097 7,944,518
建物（基本財産） 159,655,450 49,544,622 110,110,828

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

別紙2

未収補助金 729,550 0 729,550

（単位：円）
債権額 徴収不能引当金の当期末残高

合計

4,763,478 0
1,333,154

18,821,765 2,356,511



1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金―該当なし
・ 賞与引当金―該当なし

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 下山ひまわりクラブ拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

サービス区分を設けていないため省略
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

サービス区分を設けていないため省略

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

投資有価証券 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

建物 0 0 0 0
定期預金 0 0 0 0

別紙2

計算書類に対する注記（下山ひまわりクラブ拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0




